（１１）都道府県に登録行政庁を変更


様式第３(第７条関係)
	
	×
整理番号
	
	

	
	×
受理年月日
	    年   月   日
	


登録行政庁変更届書

年    月    日
　　関東経済産業局長　殿　　　（例１）

　　関東東北産業保安監督部長　殿
　　都道府県知事　殿　　　（例２）

	氏名又は名称及び
	
	関東液化ガス株式会社

	法人にあっては
	
	

	その代表者の氏名
	
	　代表取締役　○○　○○　 eq \o\ac(○,印)

	
	
	

	住所
	
	東京都新宿区新宿1丁目36番4号


  液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第６条の規定により、次のとおり届け出ます。
１．従前の法第３条第１項の登録の年月日及び登録番号
登録年月日　　　　　○○年○○月○○日

登録番号　　　　第○○○○○○○号

２．新たな法第３条第１項の登録をした者、登録の年月日及び登録番号
登録者　　　　　○○都県知事又は関東経済産業局長・関東東北産業保安監督部長

登録年月日　　　　　○○年○○月○○日
登録番号　　　　第○○○○○○○号
３．登録行政庁の変更の理由
	注１．例１の場合は、○○都県知事の登録及び保安機関の認定を受けた後、関東経済産業局長・関東東北産業保安監督部長に登録行政庁変更届書を提出すること。（法第６号第１項）

　２．例２の場合は、関東経済産業局長・関東東北産業保安監督部長の登録及び保安機関の認定を受けた後、○○都県知事に登録行政庁変更届書を提出すること。（法第６号第３項）


（例１）○○県、□□県で販売事業を行っていたが、□□県の販売所を廃止し、○○県内で販売事業を行うことになり、○○県知事の液化石油ガス販売事業の登録を受けたため。
（例２）○○県内だけで販売事業を行っていたが、□□県に販売所を新設するため関東経済産業局長・関東東北産業保安監督部長の液化石油ガス販売事業の登録を受けたため。

（備考）１．この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２．×印の項は記載しないこと。
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